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研究成果の概要（和文）： 

民家活用施設の場合には、用途に応じた平面計画･設備計画のみでなく、耐震診断･補強設計
を計画・設計段階で位置づけることが必要で,専門家を含めた計画策定組織を設立し耐震補強の
重要性の理解を共有することが重要課題である。設計段階では平面計画と耐震補強設計の整合
性を担保すると同時に、設備設計を含めたコスト分析が重要で、施工段階では工期の短縮と施
工手間の削減を行うことが重要である。基幹施設と民家活用型の小規模施設のネットワーク形
成により、利用圏分担効果・送迎時間削減効果・機能分担効果に加え経営採算補填効果が確認
され、過疎地域における高齢者デイサービス施設整備の有効な方法として位置付けられた。基
幹施設は介護度の高い利用者にも対応可能な空間機能を有し、的確なサービスが提供されてお
り、民家を改修した小規模施設では、介護度の低い利用者が中心であるが、職員の空間利用と
介助の工夫によりデイサービス施設として有効に機能していることが確認された。 

研究成果の概要（英文）：
Effect on management profit covering was confirmed in addition to the effects on 

use sphere sharing, pick-up time reduction, function sharing by the network formation 
of nucleus facilities and small-scale facilities reused a timber house. So it is 
placed on the effective method of the old people day service facilities maintenance 
in depopulation areas. Nucleus facility has functions coping with users whose degree 
of care is high, and the precise service have been provided and the small-scale 
facilities converted a timber house are working effectively as the day service 
facilities by the staff member's idea. 

交付決定額 
（金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 

2010 年度 1,800,000 540,000 2,340,000 

2011 年度 1,300,000 390,000 1,690,000 

2012 年度 300,000 90,000 390,000 

年度    

年度    

総 計 3,400,000 1,020,000 4,420,000 

研究分野： 建築計画学 

科研費の分科・細目： 建築学、都市計画・建築計画 

キーワード：伝統民家・改修・デイサービス・ネットワーク 

機関番号：１５５０１ 

研究種目： 基盤研究(C) 

研究期間： 2010～2012 

課題番号： 22560613 

研究課題名（和文） 民家を活用した小規模多機能型福祉施設の改修システムと施設ネット 

ワークモデルの構築 

研究課題名（英文） The construction of improvement system and network model of small 

welfare facilities converted a timber house 

研究代表者 

中園 眞人 (NAKAZONO MAHITO) 

山口大学・大学院理工学研究科・教授 

研究者番号： 60164208



１．研究開始当初の背景 
1980年代後半より社会福祉制度改革が進

められ、介護保険法の成立（1997）後、介護
保険制度を基に在宅福祉に基本を置いたゴ
ールドプラン21（1999）が策定された。改正
介護保険法（2006）では予防重視の政策へ転
換し、市町村による地域密着型サービスを展
開するため小規模多機能型介護事業所等の
整備促進が盛り込まれた。一方建築・都市計
画分野では、地方都市や農村地域における人
口減少と高齢化の進行、空き家の増加、地域
コミュニティの衰退等の課題を抱えており、
既存ストックの有効活用による人口定住と
コミュニティ再生が重要課題として位置付
けられている。こうした社会状況に対応し、
既存の民家等を活用した地域密着型の福祉
拠点の整備が開始され、新築よりも軽費で開
設出来る利点のみでなく、地域に根ざした福
祉拠点としての有効性が注目されている。た
だし、①土地所有継承規範意識の強さ②老朽
化に伴う改修費用の高額化③耐震性能評価・
補強技術の未普及④木造在来構法の断熱性能
の低さ等が要因となり、空き家化した民家は
老朽化が進行し除却される事例が多く、福祉
施設に相応しい規模を有す民家の確保、用途
変更に伴う改修費の調達、管理運営費の確保
等の課題を抱えている。 

高齢者福祉施設については、近年建築計画
分野を中心に、自立高齢者の地域施設の利
用・活動分析から空間構成の要点を論じた研
究、高齢者通所施設の利用実態分析と使われ
方の類型化や利用者の活動からみた空間の
あり方を論じた研究等の成果があり、民家を
活用した小規模多機能型通所施設を対象に
その意義を論じた研究等の新たな展開が見
られるが、既存建築を活用した福祉施設整備
促進の観点からの研究は少なく、報告者は運
営主体による改修費負担と長期使用保障を骨
格とする定期借家契約方式と耐震・断熱補強
とコスト分析を含む改修計画策定手順を組み
合わせ、福祉施設として活用する民家再生シ
ステムの研究に取り組んでいる。 
また小規模多機能型介護施設整備の主目

的である地域に根ざした福祉拠点としての
有効性を担保するには、個々の施設の利用圏
を単位とした介護需要の的確な把握とサー
ビス提供体制の整備と共に、未整備地域にお
ける施設立地の促進及び基幹施設を含めた
施設間のサービス機能・利用圏を分担する施
設ネットワーク構築による地域福祉サービ
ス水準の向上が重要である。これらの課題に
関しては、介護ニーズの地域性や地域資産と
の連携に着目しサービス供給体制を検討し

た研究等の蓄積はあるが、介護保険制度の導
入を機に増加している小規模多機能型施設
の立地集積効果と地域福祉ネットワークの
構築方法を対象に、地域施設計画の観点から
取り組んだ研究は未だに少ない。 

２．研究の目的 
本研究は、介護保険制度の導入を機に増加

している既存の民家等を活用した地域密着
型の小規模多機能型介護施設を対象に、「定
期借家方式による民家再生システム」の提案
と空き家活用社会実験によるシステムの有
効性の検証研究の成果を発展させ、施設の改
修計画策定・予算決定プロセスと設計・施工
内容の関連分析と、使われ方調査による福祉
施設としての空間機能の検証から、適切な改
修整備の方法を示すことを目的とする。さら
に既存施設の立地集積特性と整備効果を明
らかにすると共に、基幹施設を含めた施設間
のサービス機能・利用圏を的確に分担する施
設ネットワークの構築方法に関し、先進事例
分析をもとに地域施設計画の観点からモデ
ルの提案を行う。 

３．研究の方法 
民家を地域福祉施設に改修した事例を対

象とした、改修の検討体制・内容・コスト分
析と意思決定過程を含めた改修プロセスの
詳細調査及び診断・補強設計の試行による耐
震・断熱補強費用確保の課題を整理する。さ
らに改修後の施設の使われ方・室内熱環境調
査により、改修コスト制約条件下での改修計
画・設計の妥当性の検証と課題の整理を行う。 
山口県内の高齢者福祉施設のデータベー

スを構築し、小規模多機能型介護施設整備の
時系列解析と、施設充足率（施設定員/利用
圏内高齢者人口）を指標に、都市地域と農村
地域でのサービス水準の変化を定量的に示
すとともに。過疎地域における基幹施設と小
規模福祉施設のネットワーク構築を進める
先進事例分析より、施設のネットワークモデ
ルを提案する。施設ネットワーク構築の先進
事例として、山口県阿武町の「阿武福祉会」
の取り組みを研究対象とする。1998 年には養
護老人ホーム、ショートステイ用居室を備え
たデイサービスセンター及び在宅介護支援
センターが設立された。2000 年にはユニット
ケアを全面的に導入した特別養護老人ホー
ムが増設され、高齢者養護施設の整備水準は
質・量ともに飛躍的に向上した。また 2005
年にはグループホームが新たに整備され、広
域的な高齢者福祉拠点としての役割を担う
に至っている。基幹施設整備に加え 2006 年



に小規模多機能型施設「えんがわ」が旧福賀
村に、その後 2008 年には２施設が旧奈古町・
宇田郷村に相次いで開設され、旧３町村の中
心地区全てに小規模多機能型介護施設が整
備されている。 

４．研究成果 
(１)既存建築の福祉施設への改修に関して
既存施設の用途に応じた平面計画･設備計

画のみでなく、耐震診断･補強設計を計画・
設計段階で位置づけることが必要である。た
だし非居住施設のため平面計画･設備計画の
みでも一定のコストを要し、改修コストの制
約から精密耐震診断とその結果に基づく補
強設計が行われる場合は少ないのが現状で、
総合的なマネージメントを行う専門家を含
めた計画策定組織を設立し、耐震補強の重要
性の理解を共有することが企画･計画段階で
の重要課題である。
設計段階では、平面計画と基礎や耐力壁の

新設を伴う耐震補強設計を一体的に行い、平
面計画と構造計画の整合性を担保すると同
時に、設備設計を含めたコストシミュレーシ
ョンが重要である。本事例のように構想･補
助申請段階で耐震診断･補強費用が組み込ま
れていない場合、あるいは公的補助がなく改
修予算の制約がさらに大きい場合には、特に
コスト低減を可能とする設計が求められる。
施工段階では綿密な工程計画を策定し工期
の短縮と施工手間の削減を行うことが重要
である。
(２)福祉施設のネットワーク構築に関して 
広域基幹型の高齢者福祉施設が整備済み

の過疎地域において、小規模施設整備を進め、
各施設が連携することにより以下の効果が
期待される。第一に、高齢人口の増加が予測
される地域においては、今後のデイサービス
需要の増加を見込むと基幹施設のみでは対
応できなくなることが予測されるため、既存
建築を活用した小規模施設の整備により、全
体的な需要増加への対応が可能となる。第二
に、利用者の介護度やサービス要求内容に応
じた選択可能性が拡大される。特に民家を利
用した小規模施設の分散配置により、高齢者
が自宅から近距離の位置にある家庭的雰囲
気を有す施設を身近に利用できる効果が期
待される。第三に、過疎地域では人口密度が
低く、生活道路が未整備の場合が多いことか
ら、基幹施設のみで全域をカバーする場合、
送迎に要す人的･時間的コストが大きくなら
ざるを得ない。小規模施設を旧村の中心集落
等に分散配置することにより、送迎時間の短
縮効果が期待される。 
その際施設間の連携と施設経営の成立可

能性が重要な課題となるが、阿武町の場合は
基幹施設を運営する社会福祉法人により全
ての小規模施設が整備･運営され、施設間の

密接な連携が可能な事例であり、かつ、高齢
者人口は減少傾向にあるものの、現状では４
施設の合計年間経常収支は黒字で経営的に
成立していることから、広域基幹施設と小規
模施設の複合的整備方法の展開可能性は小
さくないものと考えられる。過疎地域の自治
体では、介護保険制度の導入を契機に広域基
幹施設の整備が進められたものの、小規模施
設が未整備な地域も多いことから、こうした
基幹施設の運営主体による小規模施設の整
備運営を促進することにより、介護サービス
の多様化･水準向上とともに各施設が連携し
た効率的な運営が期待される。ただし、高齢
者人口や高齢者のみ世帯数の減少が進行し
ている、あるいは予測される過疎地域では、
将来的には需要減によるサービス水準の維
持が課題となるため、施設の安定的運営を担
保する新たな取組みや、在宅介護関連制度の
改善･拡充等が求められることになろう。 
(３)既存建築の福祉施設としての有効性 
現状の民家活用施設の使われ方は、施設系

の｢1 室完結型｣に対し居室規模の制約から空
間機能分化がなされた｢午睡室分離型｣が多
いものの、｢3 室独立型｣では職員の準備始末
行為の負担が少なく、プログラム転換時に居
室間移動のみで済むため円滑な進行が可能
で、かつ利用者の居場所の選択範囲が広くな
ることから、自由行動･食事･午睡を分離する
使われ方を可能とする民家のデイサービス
施設としての有用性が示唆される。
居室規模の制約から｢3 室独立型｣の空間機

能分離が行えない場合にも、家具配置の工夫
により居間領域と食事領域を設定し、昼食の
先行的準備と始末行為の時間的分離を行い、
狭い面積の中で昼食前後の円滑なプログラ
ム運用を実現する事例や、逃げの場を確保し
た上で家具移動により空間を確保し、体操･
昼食･午睡･機能訓練等の一連のプログラム
を遂行する事例等、一日の生活プログラムの
展開に伴う準備行為を空間的･時間的に先行
して行い、空間規模の制約を解決する事例が
みられたことから、伝統民家の小規模なデイ
サービス施設としての活用可能性は大きい
ものと判断される。但し午睡空間に関しては、
静養の場としての性格が強く全員が午睡可
能な面積は確保されておらず、デイサービス
における午睡の位置付けに対応した空間の
確保は民家活用施設に共通する課題といえ
る。従って民家をデイサービス施設として活
用する計画論の観点からは、自由時間を過ご
す場、食事の場及び午睡の場が独立確保可能
な一定の規模を有す民家を施設として選定
することが要点であり、この条件を満足出来
ない場合には、居室内での家具配置による居
間と食事空間の領域設定や、午睡･体操･機能
訓練の場が独立確保可能となる改修計画が
求められることを指摘した。 
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